
 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険税の税率改正について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成田市 市民生活部 保険年金課 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 3 月定例会 議案第 16 号 

3 月 6 日 教育民生常任委員会資料 



目次 

１.国民健康保険制度の概要 1 

２.成田市の国民健康保険の現状 3 

３.県内における成田市の状況 6 

４.国民健康保険事業費納付金と標準保険料率の推移 9 

５.千葉県国民健康保険運営方針 13 

６.決算補填目的の法定外繰入の解消及び保険料水準の統一に係る国の考え 14 

７.税率見直しの基本方針 15 

８.標準保険料率に近づけていく具体的な考え方 17 

９.令和 6 年度の国民健康保険税の税率について 19 

１０.税率改正による影響額 20 

 

 



 
 

１.国民健康保険制度の概要 

国民健康保険は、日本の社会保障制度の中核である国民皆保険制度を支える

重要な基盤であり、被用者保険に加入する者等を除く全ての者を被保険者とす

る公的医療保険制度です。 

しかし、国民健康保険は、加入者の年齢構成が高く、１人当たりの医療費が増

加する一方、所得に占める保険税の負担率が高いという構造的な問題を抱えて

います。 

このような状況を踏まえ、平成 30 年度から、国民健康保険は都道府県単位で

広域化（以下「広域化」という。）され、都道府県が国民健康保険の財政運営の責

任主体となり国民健康保険運営の中心的な役割を担うとともに、市町村は引き

続き資格管理・保険給付の決定、保険税の賦課・徴収、保健事業等の地域におけ

るきめ細かい事業を担うこととなりました。 

 

① 広域化前の保険税率の決め方 

平成 30 年度の広域化前においては、各市町村が財政運営を行うにあたっ

て、それぞれ、保険給付費（≒医療費）を推計し、当該推計額から国、県による負

担金などによる収入を控除して保険税収納必要額を算出し、それを基に保険税

率を決定していました。【図１】  

 

     

 

なお、本市においては、国民健康保険加入者への負担に配慮し、一般会計か

らの法定外繰入を行い、保険税収入と公費等による収入だけでは賄いきれて

いない保険給付費に充てることで、保険税率を低く抑えてきました。 
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【図１】 
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② 広域化により国保財政はどのように変わったか  

○ 県は、市町村の保険給付費の支払に充てるために、保険給付費等交付金

を市町村に交付します。これにより、市町村は国保財政の安定化が図れま

す。 

○ 県は保険給付費等交付金の財源とするために、県全体の保険給付費の見

込みを立て、そこから公費等を差し引いた額を計算し、市町村ごとに医療

費水準、所得水準や被保険者数を加味して、国民健康保険事業費納付金

（以下「国保事業費納付金という」。）の額を決定します。そのため国保事業

費納付金がおおむね保険税として集める金額となります。 

○ 県は、国保事業費納付金を納めるための保険税が収納できるよう、市町

村ごとの標準保険料率を算定・公表します。 

○ 市町村は、県の示す標準保険料率等を参考に、それぞれの保険税算定方

式や予定収納率に基づき、それぞれの保険税率を定め、保険税を賦課・徴

収し、国保事業費納付金を県に納付します。【図２】  

 

この仕組みにより、市町村は突発的な医療費の増加に対して一般会計からの

繰入や保険税（料）の大幅な増額が不要となります。  

また、医療費が変動した分は県全体で翌年度以降の納付金の算定に反映され

るため、保険税率が上がるとしても、単独市町村の場合と比べて緩やかな変動

となります。 

なお、県が決定した納付金を支払うための保険税が集められるよう「市町村

標準保険料率」は定められています。  
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２.成田市の国民健康保険の現状 

本市の国民健康保険の保険給付費は、令和 4 年度は、約 89 億 8 千万円で、

前年度より約 4 千万円増加しており、率にして 0.4％伸びております。平成 30

年度から令和 4 年度までの 5 年間では、約 2 億 5 千万円増加しており、率にし

て 2.9％伸びております。 

 一方、被保険者の推移は、減少傾向にあります。社会保険の適用拡大や後期高

齢者医療制度への移行者が増えていることが主な要因と考えられます。 

今後の保険給付費については、被保険者数の減少は今後も続くと見込んでい

ることから、それに伴い減少していくと見込んでいますが、1 人当たりの保険給

付費は医療の高度化により、今後も増加していくと見込んでいます。【図３】 

令和 4 年度の国民健康保険税は、調定額が 24 億 4,672 万 2,400 円、収

納額が 22 億 7,467 万 4,147 円で収納率は 92.97％となっています。 

被保険者数の減少に伴い、調定額、収納額は減少を続けています。【表１】また、

国民健康保険の加入者の多くは、年金生活者､パートや会社の健康保険に加入し

ていない非正規労働者、無職の方などが約 8 割を占めており、現状のままでは

保険税収納額は減少を続けると見込んでいます。 

 このような状況から、本市の国民健康保険特別会計は、保険給付費の増加に対

し、一般会計からの法定外繰入により財政補填を受け、加入者の負担軽減を図

ってきました。また、平成 30 年度の広域化以降は、千葉県に収める国保事業費

納付金の支払のために、同様に財政補填を受け、加入者の負担軽減を図ってき

ました。【表２】 

 

 【表１】国民健康保険税の調定額・収納額（見込）の推移 

年度 調定額 収納額 徴収率 収入未済額 

平成 29 年度 2,791,107,900 円 2,523,051,744 円 90.40％ 268,056,156 円 

平成 30 年度 2,692,748,600 円 2,452,957,993 円 91.09％ 239,790,607 円 

令和元年度 2,626,793,700 円 2,405,941,855 円 91.59％ 220,851,845 円 

令和 2 年度 2,551,257,400 円 2,349,082,771 円 92.08％ 202,174,629 円 

令和 3 年度 2,504,528,400 円 2,334,025,468 円 93.19％ 170,502,932 円 

令和 4 年度 2,446,722,400 円 2,274,674,147 円 92.97％ 172,048,253 円 

令和 5 年度 2,333,868,000 円 2,153,665,000 円 92.28％ 180,203,000 円 

※ 令和 4 年度までは決算額、令和 5 年度は当初予算額 
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【表２】一般会計からの法定外繰入金（見込）の推移 

 
※ 令和 4 年度までは決算額、令和 5 年度は当初予算額 

 

  

Ａ Ａ÷被保険者数

H24年度 1,165,953千円 28,868円 1,165,953千円 28,868円
課税限度額73万円（+5万円）
財政調整基金１億3,000万円繰入れ

H25年度 890,150千円 24,901円 890,150千円 24,901円 税率改正（調定で約2億円の増）

H26年度 1,069,149千円 30,340円 1,069,149千円 30,340円 課税限度額77万円（+4万円）

H27年度 1,223,665千円 35,532円 1,223,665千円 35,532円 課税限度額81万円（+4万円）

H28年度 754,287千円 22,893円 754,287千円 22,893円
税率改正（調定で約2億6千万円の増）
課税限度額85万円(+4万円）

H29年度 480,219千円 15,309円 480,219千円 15,309円 課税限度額89万円（+4万円）

H30年度 316,371千円 10,375円 241,475千円 7,919円

R1年度 562,629千円 19,129円 485,214千円 16,497円 課税限度額93万円（+4万円）

R2年度 641,791千円 22,453円 585,275千円 20,476円 課税限度額96万円（+3万円）

R3年度 700,165千円 25,066円 609,129千円 21,807円 課税限度額99万円（+3万円）

R4年度 728,195千円 26,857円 644,807千円 23,781円

R5年度 1,004,236千円 38,156円 910,903千円 34,610円 課税限度額102万円（+3万円）

備　　考年　度
一般会計からの
法定外繰入金

１人当たり一
般会計からの
法定外繰入金

一般会計からの
法定外繰入金のうち

決算補填目的

１人当たり一
般会計からの
法定外繰入
金のうち決算
補填目的
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３.県内における成田市の状況 

 【表３】は、令和 4 年度の県内 37 市の国民健康保険税の１人当たりの調定額

を、【表４】は、令和 4 年度の県内 37 市の一般会計からの法定外繰入金を比較

したものです。 

 【表３】の 1 人当たりの調定額は、浦安市が 120,273 円で一番高く、表を下に

行くほど低くなっています。 

 本市の 1 人当たりの調定額は、表の下から 5 番目になりますが、県内でも低く、

90,238 円となっております。また、千葉県の平均 99,331 円と比べると、約

9,000 円低くなっています。 

 また、【表４】の法定外繰入金につきましては、県内 37 市中 17 市が繰り入れ

を行っており、うち決算補填目的になりますと 9 市が繰り入れを行っております。 

 本市は、1 人当たりで比較すると一般会計からの法定外繰入金は 26,857 円、

うち決算補填目的は 23,781 円で、いずれも県内で 1 番高くなっております。 

 このことから、一般会計からの法定外繰入金で国民健康保険税を低く抑えてい

ることが分かります。 
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【表３】　千葉県内37市の1人当たり調定額 

令和４年度決算ベース

浦安市 25,434人 120,273円 1 17,649世帯 173,326円 2

習志野市 27,985人 109,538円 2 19,560世帯 156,719円 8

八千代市 34,011人 108,432円 3 23,412世帯 157,522円 7

千葉市 176,801人 107,915円 4 122,561世帯 155,673円 10

銚子市 16,157人 107,325円 5 10,223世帯 169,622円 4

白井市 12,412人 107,317円 6 7,819世帯 170,356円 3

印西市 19,531人 105,055円 7 12,357世帯 166,045円 5

旭市 18,028人 103,938円 8 10,566世帯 177,341円 1

流山市 31,976人 103,492円 9 21,795世帯 151,836円 16

木更津市 26,192人 103,475円 10 17,754世帯 152,655円 13

松戸市 97,380人 103,091円 11 68,024世帯 147,580円 21

柏市 82,884人 102,940円 12 56,132世帯 152,000円 15

四街道市 18,703人 102,749円 13 12,292世帯 156,339円 9

市川市 86,859人 101,886円 14 61,075世帯 144,899円 23

大網白里市 12,093人 101,799円 15 7,910世帯 155,633円 11

君津市 17,414人 101,318円 16 11,593世帯 152,191円 14

勝浦市 4,783人 100,507円 17 3,180世帯 151,172円 17

船橋市 111,621人 100,149円 18 78,322世帯 142,728円 26

市原市 56,857人 99,766円 19 38,082世帯 148,952円 19

匝瑳市 9,523人 99,684円 20 5,809世帯 163,417円 6

鴨川市 7,527人 99,451円 21 5,207世帯 143,762円 24

袖ヶ浦市 12,805人 97,250円 22 8,405世帯 148,159円 20

我孫子市 25,824人 97,140円 23 17,806世帯 140,882円 32

香取市 18,859人 96,676円 24 11,932世帯 152,800円 12

八街市 19,074人 96,481円 25 12,183世帯 151,053円 18

東金市 15,161人 95,558円 26 9,867世帯 146,828円 22

茂原市 20,313人 95,488円 27 13,520世帯 143,465円 25

鎌ケ谷市 22,135人 95,106円 28 14,783世帯 142,405円 27

富津市 10,037人 93,867円 29 6,655世帯 141,569円 28

佐倉市 37,445人 93,404円 30 24,716世帯 141,508円 29

館山市 11,846人 93,281円 31 8,007世帯 138,006円 33

富里市 13,009人 90,699円 32 8,365世帯 141,052円 30

成田市 27,114人 90,238円 33 17,766世帯 137,719円 35

いすみ市 10,504人 90,001円 34 6,854世帯 137,929円 34

山武市 14,850人 89,299円 35 9,409世帯 140,938円 31

野田市 35,233人 85,747円 36 22,865世帯 132,128円 36

南房総市 10,189人 84,902円 37 6,844世帯 126,398円 37

平均 32,394人 99,331円 21,927世帯 150,070円
※繰入金の平均は、その他の一般会計繰入金を行っている１7団体で平均を算出。

世帯数
１世帯当たり

調 定 額
順位市　　名 被保数

１人当たり
調定額

順位
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【表４】　千葉県内37市の1人当たり一般会計からの法定外繰入金等

令和４年度決算ベース

成田市 27,114人 728,195,000円 26,857円 1 644,807,453円 23,781円 1

流山市 31,976人 643,520,000円 20,125円 2 528,443,243円 16,526円 2

松戸市 97,380人 1,814,015,000円 18,628円 3 57,336,000円 589円 9

市川市 86,859人 1,520,458,388円 17,505円 4 709,017,060円 8,163円 5

浦安市 25,434人 422,327,000円 16,605円 5 275,138,136円 10,818円 4

柏市 82,884人 1,100,000,000円 13,272円 6 10

船橋市 111,621人 1,330,872,000円 11,923円 7 836,289,539円 7,492円 6

佐倉市 37,445人 419,786,000円 11,211円 8 419,786,000円 11,211円 3

印西市 19,531人 99,613,660円 5,100円 9 99,613,660円 5,100円 7

野田市 35,233人 173,963,000円 4,938円 10 10

袖ヶ浦市 12,805人 50,638,905円 3,955円 11 25,000,000円 1,952円 8

君津市 17,414人 52,774,000円 3,031円 12 10

鎌ケ谷市 22,135人 65,869,230円 2,976円 13 10

千葉市 176,801人 474,301,445円 2,683円 14 10

四街道市 18,703人 16,419,952円 878円 15 10

富里市 13,009人 31,255円 2円 16 10

八街市 19,074人 10,246円 1円 17 10

習志野市 27,985人 18 10

八千代市 34,011人 18 10

銚子市 16,157人 18 10

白井市 12,412人 18 10

旭市 18,028人 18 10

木更津市 26,192人 18 10

大網白里市 12,093人 18 10

勝浦市 4,783人 18 10

市原市 56,857人 18 10

匝瑳市 9,523人 18 10

鴨川市 7,527人 18 10

我孫子市 25,824人 18 10

香取市 18,859人 18 10

東金市 15,161人 18 10

茂原市 20,313人 18 10

富津市 10,037人 18 10

館山市 11,846人 18 10

いすみ市 10,504人 18 10

山武市 14,850人 18 10

南房総市 10,189人 18 10

平均 32,394人 524,282,064円 9,393円 399,492,343円 9,515円
※平均は、その他の一般会計繰入金を行っている団体で平均を算出。

順位市　　名 被保数
一般会計からの
法定外繰入金

1人当たり
繰入金

順位
一般会計からの

法定外繰入金のうち
決算補填目的

1人当たり
繰入金
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４.国民健康保険事業費納付金と標準保険料率の推移 

国民健康保険事業費納付金は、平成 30 年度の国民健康保険制度の都道府県

単位での広域化により、財政運営の仕組みが見直されたことに伴い新設された

もので、県が、市町村の保険給付費の支払に充てるために市町村に交付する、保

険給付費等交付金の原資となるものです。 

県は、県全体の保険給付費の見込みを立て、そこから公費等を差し引いた額

を計算し、市町村ごとに医療費水準、所得水準や被保険者数を加味して、国民健

康保険事業費納付金の額を決定します。そのため国民健康保険事業費納付金が

おおむね保険税として集める金額となります。 

また、県は、国民健康保険事業費納付金を納めるための保険税が収納できる

よう、市町村ごとの標準保険料率を算定・公表します。 

本市の国民健康保険事業費納付金【図４－１】については、総額は年度ごとに

バラツキがありますが、1 人当たり納付金【図４－２】については、増加傾向にあ

ります。1 人当たりの保険給付費と同様に 1 人当たり納付金は、今後も増加して

いくものと見込んでいます。 

標準保険料率【図５－１、５－２、５－３】は、基礎課税分と後期高齢者支援金等

課税分については増加傾向にあると言えます。 

また、標準保険料率は本市の税率を基礎課税分、後期高齢者支援金等課税分、

介護納付金課税分の全てにおいて上回っています。【表５】 

 
※ 納付金は年度ごとにバラツキがあります。 
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※ 1 人当たりの納付金負担額は増加傾向にあります。 

 

 

 

※ 基礎課税分の標準保険料率は増加傾向にあります。 
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※ 後期高齢者支援金等課税分の標準保険料率は、バラツキはありますが増加

傾向にあると言えます。 

 

 

 

※ 介護納付金課税分の標準保険料率は年度間で大きなバラツキがあり、一概

に傾向を示すことは難しい状況です。 
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【表５】 現行税率と令和６年度標準保険料率（仮係数）との差  

40～64 歳 
現行税率 

（Ａ） 

R6 標準保険料率 

（Ｂ） 

差 

（Ａ）-（Ｂ） 

基礎 

所得割（％） 6.30 8.36 -2.06 

均等割（円） 19,800 28,372 -8,572 

平等割（円） 17,000 25,155 -8,155 

後期 
所得割（％） 1.73 3.29 -1.56 

均等割（円） 7,000 13,847 -6,847 

介護 
所得割（％） 1.68 1.95 -0.27 

均等割（円） 15,000 17,394 -2,394 

合計 

所得割（％） 9.71 13.60 -3.89 

均等割（円） 41,800 59,613 -17,813 

平等割（円） 17,000 25,155 -8,155 

     

7～39、65～74 歳 
現行税率 

（Ａ） 

R6 標準保険料率 

（Ｂ） 

差 

（Ａ）-（Ｂ） 

基礎 

所得割（％） 6.30 8.36 -2.06 

均等割（円） 19,800 28,372 -8,572 

平等割（円） 17,000 25,155 -8,155 

後期 
所得割（％） 1.73 3.29 -1.56 

均等割（円） 7,000 13,847 -6,847 

合計 

所得割（％） 8.03 11.65 -3.62 

均等割（円） 26,800 42,219 -15,419 

平等割（円） 7,000 13,847 -6,847 

※6 歳以下の未就学児については、均等割が 5 割軽減される。 
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５.千葉県国民健康保険運営方針 

 平成 30 年度の広域化により、都道府県は都道府県国民健康保険運営方針を

定めることとされました。 

千葉県では平成 29 年 12 月に、県と市町村が共通認識を持って保険者とし

ての事務を実施するとともに、国民健康保険の安定的な財政運営及び市町村の

事業運営の広域化や効率化を図るために、千葉県国民健康保険運営方針を定め

ました。 

 千葉県国民健康保険運営方針では、決算補填目的の法定外繰入は、保険給付

と保険料負担の関係性が不明瞭となること、また、被保険者以外の住民に負担

を求めることとなること等から、解消、削減を図るべきであるとされ、保険料収

納率の向上、医療費適正化の取組等の推進や県が提示する標準保険料率を参考

に適正な保険料率を設定すること等により、住民の理解を得ながら、計画的な解

消・削減に努めると規定されております。 

 現在、千葉県において、令和 6 年度から 6 年間を対象期間とする第 2 期千葉

県国民健康保険運営方針を策定中ですが、県全体の決算補填目的の法定外繰入

を、令和 12 年度までに解消することを、目標として記載するとの考えが示され

ております。 

 また、医療費水準の反映割合については、令和 7 年度から段階的に減らし、令

和 11 年度に全てを反映しない、納付金ベースで統一するとの考えも示されてお

ります。本市の医療費水準は県内では高い方に位置することから、これに伴い、

本市の国民健康保険事業費納付金の県全体に占める負担割合も減少するもの

と考えております。 

なお、国民健康保険法では、市町村は、都道府県国民健康保険運営方針を踏

まえた国民健康保険の事務の実施に努めることとされている（法第 82 条の 2

第 9 項）ことから、本市においても令和 12 年度までの決算補填目的の法定外繰

入の解消に取り組んでいく必要があります。 
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６.決算補填目的の法定外繰入の解消及び保険料水準の統一に係る国の考え 

国では、決算補填目的の法定外繰入の解消を促すために、保険者努力支援制

度の指標の一つとして、法定外繰入の解消等が挙げられ、指標を達成していな

い場合のマイナスの評価が取り入れられております。 

また、令和 5 年 6 月には、都道府県国民健康保険運営方針策定要領を定め、

決算補填目的の法定外繰入の解消年次について記載するよう定められました。  

このように国からも決算補填目的の法定外繰入の解消を強く求められている

現状があります。 

保険料水準の統一についても、都道府県国民健康保険運営方針策定要領にお

いて、将来的に、どこに住んでいても同じ所得水準・同じ世帯構成であれば同じ

保険料負担となる「完全統一」を目指すことが望ましいとされており、保険料水

準の平準化に関する事項を、令和 3 年の改正法により都道府県国民健康保険運

営方針の必須事項とされました。 

また、令和 5 年 10 月には保険料水準統一加速化プランを定め、将来的には、

都道府県内の保険料水準を完全統一することを見据え、まずは、令和 6 年度か

らの次期国民健康保険運営方針の期間中に、各市町村の納付金に医療費水準を

反映させない、各都道府県における「納付金ベースの統一」を目指すとされてお

ります。 
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７.税率見直しの基本方針 

（１）増加する決算補填目的の法定外繰入の削減・解消  

本市においては、一般会計からの法定外繰入により財政補填を受けるこ

とで、加入者の負担の軽減を図ってきました。しかし、決算補填を目的とした

多額の法定外繰入を行うことは、他の医療保険制度に加入する市民にとっ

て、理解を得難い状況にあります。 

また、本市においては、これまで収納率の向上や保健事業の拡充などの医

療費適正化に取り組んでまいりましたが、保健事業等に充てた分を除いた、

昨年度の決算補填などを目的とした法定外繰入は、約 6 億 4 千万円となっ

ており、決算補填目的の法定外繰入の削減・解消には、千葉県が提示する標

準保険料率を踏まえ、適正な保険税率を設定することが必要となっていま

す。 

現在、千葉県において策定中の第 2 期千葉県国民健康保険運営方針では、

県全体の決算補填目的の法定外繰入を、令和 12 年度までに解消すること

を、目標として記載するとの考えが示されています。 

また、県内では本市を含め 7 市において、赤字削減・解消計画を策定して

いますが、本市のほか 2 市において、千葉県内で最長となる令和 12 年度を

解消目標年度としています。 

以上のことから、本市では、令和 12 年度に標準保険料率を採用すること

で、令和 12 年度以降の決算補填目的の法定外繰入解消を目標として、税率

改正を実施することとします。 

（２）加入者の急激な負担増加の緩和 

 本市の国民健康保険税は、県内37市の中でも最低水準の税率を維持して

おり、令和 4 年度における保険税負担では、1 人当たり調定額 90,238 円

（県内 37 市平均 99,334 円）、1 世帯当たり調定額が 137,719 円（県内

37 市平均（150,070 円）であり、県内でも低い負担額となっております。 

税率改正にあたっては、税率改正後の保険税が、加入者の方の急激な負

担の増加にならないよう配慮し、毎年度税率改正を実施することとします。 

（３）応能・応益割合の改善 

 千葉県国民健康保険運営方針では応能・応益割を所得係数β対1としてお

ります。所得係数βは全国平均の所得水準と比較した都道府県の所得水準

に応じて設定されるもので、平均的な所得水準の都道府県ではβ＝1となり、

全国平均の所得水準を上回る場合には、βが 1 を超えることとなります。 

 千葉県の広域化後の所得係数βはいずれも 1 を超えており、令和 6 年度

標準保険料率（仮係数）の所得係数βは 1.1279986596131 となってお

り、応能・応益割合は 53.01 対 46.99 となっています。 
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一方、本市の令和 5 年度当初課税時の応能・応益割合は 57.09 対

42.19 となっていることから、将来の完全統一を見据えて応能・応益割合も

見直していく必要があります。 

しかしながら、応能・応益割合の急激な変更は、低所得者層及び加入者数

の多い世帯の負担を急激に増大させるため、低所得者等に配慮した上で見

直しを実施してまいります。 
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８.標準保険料率に近づけていく具体的な考え方  

12 ページ【表５】のとおり、本市の現行税率と千葉県の示した令和 6 年度標準

保険料率（仮係数）を比較すると、基礎課税分、後期高齢者支援金等課税分、介

護納付金課税分全てにおいて、本市の現行税率が低い状況になっています。  

基礎課税分、後期高齢者支援金等課税分、介護納付金課税分それぞれの納付

金に必要な額は、それぞれの課税区分で集めることが求められますので、基礎課

税分、後期高齢者支援金等課税分、介護納付金課税分全てにおいて引き上げる

方向での税率改正が必要です。 

 

引き上げに当たっては加入者の方の急激な負担の増加にならないよう配慮し、

毎年度税率改正を実施することとし、以下の方針を採用したいと考えます。  

  

○ 令和 12 年度に決算補填目的の法定外繰入を解消するために、令和 12 年

度に千葉県が示す標準保険料率と一致させるものとします。標準保険料率

と本市税率との差を、毎年度 7 分の 1、6 分の 1、5 分の 1…と解消してい

くよう改正します。  

  

所得割で考えると、基礎課税分は 2.06%、後期高齢者支援金等課税分は

1.56%、介護納付金課税分は 0.27%、本市の税率が令和 6 年度の標準保

険料率を下回っています。  

令和 6 年度は目標の令和 12 年度まで 7 年間ありますので、それぞれの

差について、7 分の 1 近づくように改正します。  

現行税率と令和 6 年度の標準保険料率の差で試算すると以下のようにな

ります。  

  

基礎分＝2.06％÷7≒0.29・・・0.29％引き上げる 

後期分＝1.56％÷7≒0.22・・・0.22％引き上げる 

介護分＝0.27％÷7≒0.04・・・0.04％引き上げる  

  

令和 7 年度も標準保険料率に変更がなかったとすると、前年度の改正で

近づいた税率を残りの年数で割りますので、  

  

基礎分＝(2.06％-0.29％)÷6≒0.29・・・0.29％引き上げる 

後期分＝(1.56％-0.22％)÷6≒0.22・・・0.22％引き上げる 

介護分＝(0.27％-0.04％)÷6≒0.04・・・0.04％引き上げる  
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となります。標準保険料率に変更があれば、その変更を加味した上で残り

年数で割って求めます。  

  

例えば基礎分が前年より 0.09％低い 8.27％となった場合、目標税率と

の差は想定より小さくなりますので、  

 

基礎分＝(2.06％-0.29％-0.09％)÷6＝0.28・・・0.28％引き上げる 

 

となります。 （0.29％から 0.28％に引き上げ幅が減少） 
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９.令和 6 年度の国民健康保険税の税率について 

 税率改正の基本方針、具体的な考え方を踏まえ、令和 6 年度の本市の国民健

康保険税の税率については、現行税率と令和 6 年度の標準保険料率（仮係数）と

の差の 7 分の 1 を税率改正時の引き上げ幅とします。 

 改正後の税率は基礎課税分所得割 6.59％、均等割 21,000 円、平等割

18,100 円、課税限度額 65 万円、後期高齢者支援金等課税分所得割 1.95％、

均等割 7,900 円、課税限度額 22 万円、介護納付金課税分所得割 1.72％、均

等割 15,300 円、課税限度額 17 万円となります。【表６】 

 

【表６】令和 6 年度の国民健康保険税率及び課税限度額の改正（案） 

 
  

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行税率 6.30% 19,800円 17,000円 1.73% 7,000円 1.68% 15,000円

令和6年度
標準保険料率

（仮係数）
8.36% 28,372円 25,155円 3.29% 13,847円 1.95% 17,394円

差 2.06% 8,572円 8,155円 1.56% 6,847円 0.27% 2,394円

差/7
（引き上げ幅）

0.29% 1,225円 1,165円 0.22% 978円 0.04% 342円

現行税率＋差/7 6.59% 21,025円 18,165円 1.95% 7,978円 1.72% 15,342円

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和6年度税率 6.59% 21,000円 18,100円 1.95% 7,900円 1.72% 15,300円

引き上げ幅 0.29% 1,200円 1,100円 0.22% 900円 0.04% 300円

課税限度額

現行

令和6年度
課税限度額

引き上げ幅 0円 20,000円 0円

基礎 後期 介護

650,000円 220,000円 170,000円

基礎 後期 介護

650,000円 200,000円 170,000円

基礎 後期 介護

基礎 後期 介護
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１０.税率改正による影響額 

（１）国民健康保険税の増税額等 

税率改正による影響ですが、税率改正しない場合の調定見込額は約 20

億 6 千 6 百万円、税率改正後の調定見込額は約 21 億 8 千 5 百万円であ

ることから、調定額の増加は約 1 億 1 千 9 百万円となります。【表７】 

1 人当たりにしますと税率改正しない場合は、約 8 万 1,500 円、税率改

正後は約 8 万 6,200 円であることから、増加額は約 4,700 円となりま

す。【表８】 

また、モデルケースとして【40 代夫婦 2 人、子ども 2 人の 4 人家族で年

収 400 万円】として計算を行った結果、税率改正前は年額 38 万 300

円、税率改正後は年額 40 万 3,200 円となり増加額は 22,900 円となり

ます。【表９】 

なお、モデルケースによる保険税額の県内 37 市における状況ですが、令

和 5 年度の他市の税率と比較しますと、税率改正前は、税額が高い方から

34 番目（低い方からだと 4 番目）、税率改正後は 31 番目（低い方からだと

7 番目）となりました。【表９】 

 

【表７】調定額及び収納額の見込 

 
現年度分調定額 

現年度分収納額 

(約 92.73％) 

改正なし 約 20 億 6 千 6 百万円 約 19 億１千 6 百万円 

改 正 案 約 21 億 8 千 5 百万円 約 20 億 2 千 6 百万円 

増 分 約 1 億 1 千 9 百万円 約 1 億 1 千万円 

 

【表８】１人当たり、１世帯当たりの影響額 

 1 人当たり調定額 1 世帯当たり調定額 

改正なし 81,532 円 128,609 円 

改 正 案 86,239 円 136,033 円 

増 分 4,707 円 7,424 円 

 

【表９】モデルケースでの調定額 

 調定額 県内順位 

改正なし 380,300 円 34 位 

改 正 案 403,200 円 31 位 

増 分 22,900 円  

モデルケース…40 代夫婦 2 人、子ども 2 人の 4 人家族 年収 400 万円 
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（２）決算補填目的の法定外繰入の削減等 

広域化後、被保険者数は減少傾向が続いていることに伴い、集められる保

険税が減少しているのに対し、1 人当たり納付金は増加傾向が続いています。

本市はその間税率を据え置いてきたため、決算補填目的の法定外繰入は増

加を続けています。 

令和 6 年度に税率改正をしないで税率を据え置いた場合には、令和 6 年

度の決算補填目的の法定外繰入は約 11 億 9 百万円となるのに対し、令和

12 年度まで 7 回改正する場合、令和 6 年度の決算補填目的の法定外繰入

は、約 9 億 6 千 7 百万円となり、税率改正をしない場合よりも約 1 億 4 千

2 百万円削減できます。【図６】 

  

標準保険料率と本市税率との差を毎年度 7 分の 1、6 分の 1、5 分の 1…

と解消していくように改正することで、【図６】【表１０】のとおり決算補填目的

の法定外繰入は、加入者の急激な負担の増加とならないよう推移すると見

込んでいます。（令和 12 年度までの標準保険料率が、令和 6 年度の標準保

険料率と同じだと仮定した場合の推移） 

 

 

 

 

  

約 1 億 4 千 2 百万円の差 
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【表１０】決算補填目的の法定外繰入の推移 

 

※令和 12 年度までの標準保険料率が、令和 6 年度の標準保険料率と同じだと仮

定した場合の推移 

 

 

（３）応能・応益割について 

 税率改正を行った場合の応能・応益割は 55 対 45 となります。【表１１】 

 

  【表１１】応能・応益割合の見込み（基礎課税分） 

 応能割合 応益割合 

改正前 ５７ ４３ 

改正後 ５５ ４５ 

 

 

 

Ａ Ａ÷被保険者数

R5年度 1,004,236千円 38,156円 910,903千円 34,610円 課税限度額102万円（+3万円）

R6年度 1,058,354千円 41,764円 967,273千円 38,170円
税率改正（調定で約1億1千9百万円の増）

課税限度額104万円（+2万円）見込

R7年度 874,395千円 35,190円 783,314千円 31,524円 税率改正（調定で約1億5百万円の増）

R8年度 675,388千円 27,721円 584,307千円 23,982円 税率改正（調定で約1億円の増）

R9年度 523,819千円 21,926円 432,738千円 18,114円 税率改正（調定で約9千3百万円の増）

R10年度 369,505千円 15,774円 278,424千円 11,886円 税率改正（調定で約8千4百万円の増）

R11年度 224,871千円 9,790円 133,790千円 5,825円 税率改正（調定で約8千3百万円の増）

R12年度 91,081千円 4,044円 0千円 0円 税率改正（調定で約7千8百万円の増）

備　　考年　度
一般会計からの
法定外繰入金

１人当たり一
般会計からの
法定外繰入金

一般会計からの法定
外繰入金のうち
決算補填目的

１人当たり一
般会計からの
法定外繰入

金のうち決算
補填目的
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印旛管内　　基礎課税分　　 後期高齢者支援金等課税分　

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割
成田市 改正案 6.59% 21,000円 18,100円 1.95% 7,900円

1 成田市 6.30% 19,800円 17,000円 1.73% 7,000円

2 佐倉市 6.30% 21,000円 28,000円 2.00% 5,000円
3 四街道市 7.17% 17,000円 19,600円 1.89% 17,500円
4 八街市 7.50% 23,000円 32,000円 2.00% 10,000円
5 富里市 6.80% 18,500円 30,000円 1.70% 7,000円

6 白井市 7.03% 26,300円 30,300円 2.10% 4,300円
7 印西市 6.90% 23,500円 28,000円 2.00% 9,000円

県内　基礎課税分 後期高齢者支援金等課税分　

市　　名 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

1 成田市 6.30% 19,800円 17,000円 1.73% 7,000円

2 千葉市 6.81% 20,640円 24,840円 2.73% 8,400円

3 銚子市 6.80% 24,000円 29,000円 2.20% 11,000円

4 市川市 7.30% 12,000円 20,400円 1.45% 6,800円

5 船橋市 6.50% 32,360円 2.63% 8,590円

6 館山市 6.21% 17,400円 21,000円 2.41% 13,200円

7 木更津市 8.01% 20,000円 24,000円 1.80% 10,000円

8 松戸市 7.52% 19,500円 18,000円 2.24% 8,000円

9 野田市 5.55% 8,400円 24,600円 2.82% 11,600円

10 香取市 6.60% 20,000円 24,000円 2.30% 10,000円

11 茂原市 7.30% 20,000円 20,000円 2.70% 10,000円

12 佐倉市 6.30% 21,000円 28,000円 2.00% 5,000円

13 東金市 6.80% 18,000円 26,000円 2.70% 13,000円

14 匝瑳市 6.50% 20,000円 25,000円 2.50% 12,500円

15 旭市 6.60% 21,000円 26,000円 2.30% 12,000円

16 習志野市 7.00% 21,700円 12,500円 2.30% 12,500円

17 柏市 6.23% 24,720円 12,240円 2.35% 11,880円

18 勝浦市 6.90% 22,200円 18,000円 2.50% 7,900円 8,000円

19 市原市 6.76% 20,800円 24,900円 2.25% 12,000円

20 流山市 7.30% 19,200円 15,600円 2.20% 5,500円

21 八千代市 5.97% 27,100円 26,300円 2.16% 8,800円 8,600円

22 我孫子市 7.25% 18,000円 18,600円 3.91% 9,600円

23 鴨川市 7.00% 22,200円 27,000円 2.30% 11,400円

24 鎌ヶ谷市 7.20% 15,600円 21,600円 2.15% 9,000円

25 君津市 7.30% 20,000円 24,000円 1.80% 10,000円
26 富津市 6.90% 39,000円 2.40% 13,000円
27 浦安市 6.66% 17,400円 24,400円 2.13% 12,000円
28 四街道市 7.17% 17,000円 19,600円 1.89% 17,500円
29 八街市 7.50% 23,000円 32,000円 2.00% 10,000円
30 富里市 6.80% 18,500円 30,000円 1.70% 7,000円
31 白井市 7.03% 26,300円 30,300円 2.10% 4,300円
32 印西市 6.90% 23,500円 28,000円 2.00% 9,000円
33 大網白里市 6.92% 22,200円 21,900円 2.60% 14,500円
34 袖ヶ浦市 6.90% 18,000円 22,000円 1.95% 10,500円
35 南房総市 6.32% 21,000円 21,700円 2.34% 13,300円
36 いすみ市 6.20% 23,000円 19,000円 2.50% 13,000円
37 山武市 6.29% 20,700円 21,500円 2.52% 13,100円

【表１３】令和5年度　県内37市の国民健康保険税率の状況 (１)

市町村名
基礎課税分 後期高齢者支援分
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令和5年度　県内37市の国民健康保険税率の状況　(２)

印旛管内　 介護納付金課税分

所得割 均等割 平等割
成田市 改正案 1.72% 15,300円

1 成田市 1.68% 15,000円

2 佐倉市 1.20% 11,000円
3 四街道市 1.87% 16,200円
4 八街市 1.50% 12,000円
5 富里市 1.50% 12,000円

6 白井市 1.42% 11,400円
7 印西市 1.80% 13,000円

県内　　 介護納付金課税分

市　　名 所得割 均等割 平等割

1 成田市 1.68% 15,000円

2 千葉市 2.34% 10,800円 8,160円

3 銚子市 2.40% 19,000円

4 市川市 1.50% 10,800円

5 船橋市 1.20% 9,610円

6 館山市 1.83% 13,800円

7 木更津市 1.10% 10,000円

8 松戸市 1.61% 12,900円

9 野田市 2.36% 12,600円

10 香取市 1.90% 14,000円

11 茂原市 2.10% 16,000円

12 佐倉市 1.20% 11,000円

13 東金市 1.90% 12,000円

14 匝瑳市 1.30% 12,500円

15 旭市 1.70% 14,000円

16 習志野市 2.40% 15,500円

17 柏市 1.97% 14,760円

18 勝浦市 1.90% 7,000円 4,900円

19 市原市 2.23% 13,900円

20 流山市 1.60% 12,600円

21 八千代市 2.11% 16,600円

22 我孫子市 1.75% 15,200円

23 鴨川市 2.00% 13,800円

24 鎌ヶ谷市 1.48% 13,000円

25 君津市 1.80% 9,900円
26 富津市 2.40% 14,000円
27 浦安市 1.45% 13,200円
28 四街道市 1.87% 16,200円
29 八街市 1.50% 12,000円
30 富里市 1.50% 12,000円
31 白井市 1.42% 11,400円
32 印西市 1.80% 13,000円
33 大網白里市 2.90% 19,100円
34 袖ヶ浦市 1.60% 12,500円
35 南房総市 1.93% 13,600円
36 いすみ市 2.20% 15,000円
37 山武市 2.02% 15,000円

市町村名
介護納付分
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